
都道府県名 山口県 市区町村名

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

50 6,358,000 45 1,291,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

52 1,128,500 51 1,118,500

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

101 3,108,000 89 2,717,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

114 3,713,000 109 3,578,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

77 4,651,899 69 3,960,500

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

151 40,519,859 122 26,840,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

426 13,279,822 160 54,444,011

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

194 15,350,500 163 8,766,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 2,703,000 ○ 29 1,603,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

・県人会、同窓会等のネットワークを活用したＰＲ
・継続寄附者に対する書簡依頼

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成22年度は山口国体支援に係る寄附の増による影響

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 該当なし

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　これまで確定申告を面倒に思っていた給与所得者からの寄附や、寄附金控除の上限まで寄附したい方からの寄
附の増額が期待できると考える。本県の施策をしっかりＰＲするとともに、改正点をホームページやパンフレット等で
周知を図り、本県への寄附を考えている方の気持ちを後押ししたい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

県ＨＰの中で、受入額実績を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　本県のふるさと納税は、地域への応援や貢献、愛着といった個々人の想いを、重点事業を始めとした、「活力みな
ぎる山口県」の実現に向けた施策全般に活かすことを趣旨として運用している。県施策への共感が寄附に結び付く
ようＰＲに取り組むことにより、地方創生に繋がるものと考える。

―

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直し予定なし

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

ささやかなお礼として送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

オリジナル絵葉書セット
（選定理由）
・必要以上の返戻品は制度の趣旨に反する。
・選定当時、既存のものとしてあった。
・山口県の風景をデザインしたものであり、県のＰＲになる。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 下関市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績 9/25までの数字です

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

766 31,956,999 743 31,201,999

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

474 17,173,999 464 15,698,999

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,565 110,478,999 2,547 109,995,999

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

185 5,793,000 185 5,793,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

153 5,528,614 153 5,528,614

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

155 7,787,000 154 7,782,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

135 2,775,000 133 2,735,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

66 2,157,010 66 2,157,010

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

67 1,751,000 67 1,751,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

大きな増額の理由は、平成26年6月より、お礼の品にふぐ刺しを導入したのと、同月ヤフー公金払いでクレジット決済が可能になったことによ
る。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

本市の高校の在京同窓会等に出席し、ふるさと納税リーフレットを配ったり、PRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
本市のふぐ刺しの魅力を全国の方々に知っていただき、リピーターとなったお客様が、直接本市業者に注文するな
ど、地元業者に還元出来ている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引上げにより、増々ふるさと納税が過熱し本来の目的を見失いつつあるのではないか。ワンス
トップ特例制度の創設により、事務量が激増し苦慮している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

本市ホームページ内で、受入額実績等を掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地域資源消費縮小、税収減少の対策として期待している。



【以上】

平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、本市としても高額なお礼品になりすぎないよう、品数を増やしてイン
ターネットショッピングのようにならないよう取り扱う。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度の導入により、所得税の控除分まで住民税控除で引き受け、自治体間で納税者等情報の通
知にかかる事務負担が激増する。データでのやり取りの仕組みを確立していただきたい。

返礼品を送付している。本市の魅力を発信する良い機会であり、寄附者に対してのお礼の気持ちを込めてのもの。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

海響館（水族館）年間フリーパスポート、下関特産ブランド品詰合せ、ふぐ刺しセット、ふぐの身欠きセット
いずれにしても本市の魅力を伝えるための品としては必須である。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 宇部市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,178 40,721,000 2,157 35,226,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

137 4,927,000 127 4,747,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

772 23,770,000 708 18,698,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

124 5,039,000 118 4,494,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 5,532,000 24 3,952,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 2,402,000 21 2,172,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 5,002,000 26 1,942,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

64 4,829,935 52 3,213,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 3,046,000 21 2,509,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

【実績増の理由】平成25年10月返礼品開始、平成26年6月クレジット納付開始、平成26年11月～3月返礼品に宝く
じ、平成27年3月返礼品の種類増、平成27年6月ふるさとチョイス申込開始

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

ふるさと納税を財源の一部として実施する事業の明示、同窓会・出身者の集い等でＰＲ

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。
③②①



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
こども元気スポーツ推
進事業 1,600 1,600 博物館施設整備事業 49,700 10,000

２ 合併10周年記念事業 2,151 1,000 小学校教具購入事業 13,762 4,202

３
ＪＲ宇部線等利用促進
事業 2,287 1,000 予防接種事業 16,250 4,032

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引上げは、賛成である。
ただし、ふるさと納税ワンストップ特例制度は、寄付者の申請書を郵送する手間や切手代の費用負担がかかるととも
に、市町村職員の事務量増となっているため、簡素化をお願いしたい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページで公表するとともに、希望する寄付者に対し、ふるさと納税報告書を送付している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

「ふるさと納税制度」の積極的な活用により、地域に対する関心や愛着を深め、交流人口拡大等のきっかけとして地
域活性化や人口減少対策に対する効果も期待している。

・経済面での効果
　ふるさと納税寄付者の増加による参加事業者の販売促進及び地元産業の活性化

・経済面以外での効果
　返礼品として宝くじを取り扱ったことによる宇部市の知名度の向上



【以上】

返礼品の「宝くじ」を中止した。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

全国から広く寄付をいただいているが、他の市区町村へ寄付される方も多く、地元経済活性化に貢献しているもの
の、市財政の増収につながっているかは疑問。また、返礼品過当競争の傾向が否めず、寄付という本来の趣旨から
外れてきていることを懸念している。

地元産品等のＰＲによる販売促進及び地元産業の活性化を図るため、また、宇部市の魅力を発信して集客や移住・
定住につなげるために、寄付者へ返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

1次産品、伝統工芸品や特産品などの地元産品49品目を取り揃え、地元産品の認知度向上と地元産業の活性化
に向け取り組んでいる。
また、起業者や就農者、障害者等施設の商品を返礼品とすることで、側面的支援を行うことも目的としている。
さらに、宇部市の魅力を発信し、宇部市を知ってもらい、集客や移住・定住につなげることを目指して、「観光・滞在
型プラン」を新たに追加した。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 山口市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,337 76,859,001 4,246 74,989,001 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,411 20,681,116 3,391 20,546,116

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8,979 60,353,717 8,928 59,913,717

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,473 26,579,912 3,455 26,406,912

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,516 14,146,149 1,509 12,559,103

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

773 8,648,110 468 8,613,110

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

596 6,935,503 594 6,915,503

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

283 5,608,070 278 4,348,070

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

271 5,282,242 262 5,092,242

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

年々増加傾向にある。ふるさと納税制度が浸透してきたためと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市出身者等が所属する団体にPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

　

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額引き上げにより、ふるさと納税のさらなる推進が図られていると思われる。
ワンストップ特例制度については、適用要件に該当する寄附者にとっては申告の手間が省け、利便性が向上して
いる一方、自治体の事務負担が増えている面もある。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

受入額・実績について、HPやふるさと納税パンフレットで公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度を大いに活用し、品物送付による地域経済活性化や、交流人口・定住人口の増加につなげてい
くとともに、地方創生に資する事業展開のための財源確保に努めていきたい。



【以上】

見直しを行う予定はないが、寄附額に対して過度な品を用意しないこととしている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。市内事業所が取り扱っている品を送付することで、地場産業の活性化が図られるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

山口市内の事業所が取り扱っている山口市ゆかりの特産品96品。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 萩市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,691 50,283,501 4,691 50,283,501

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

219 4,412,000 219 4,412,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

435 11,326,000 435 11,326,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

520 11,087,000 520 11,087,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

402 8,540,100 402 8,540,100

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

733 10,925,000 733 10,925,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

706 11,856,000 706 11,856,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

466 10,441,000 466 10,441,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

490 13,502,500 490 13,502,500

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｃ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

Ｈ26⇒Ｈ27申込件数の増：平成27年４月１日から、ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」に登録したため

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

銅像建立事業旧萩藩校明倫館跡地保存整備事業萩まちじゅう博物館推進事業

③②①

寄附者の善意の行為を末永く後世に伝えていくため、「元気なふるさと創出寄附顕彰制度」を設けている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
旧萩藩校明倫館跡地
保存整備事業 270,491 17,000

史跡萩反射炉保存修理
事業 19,574 10,000

２
大河ドラマ特設展示室
開設事業 13,932 12,000 益田館展示復旧事業 30,879 3,347

３
久坂玄瑞進撃像建立
事業 2,800 2,800 陶芸の村公園整備事業 80,502 1,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

寄附金の活用方法については、寄附者の意向を本市の施策に反映できるよう、申込時点で活用事業を選択していただいているため、本市の施策への参加意
識の高揚と施策のＰＲにつながるものと考えている。
結果として、観光客の増加に大きな効果をもたらし、地域産業の振興、雇用の創出、人口定住につながる効果がうまれることを期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者の利便性が向上し、ふるさと寄附制度の利用者が増え、結果として自治体の歳入が増えるならば、大変喜ばしいことで
はあるが、事務的には、ワンストップ特例制度に係る全国統一した事務処理方法が示されていないため、確定申告時期に大き
な混乱が生じることが想定されることから、平易なルールをお示しいただき、混乱を回避していただきたい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ふるさと納税の受入額実績や活用状況については、市の広報誌やケーブルテレビ等で公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

行政サービスを受ける住民が税を負担する「受益者負担の原則」の観点から逸脱するという視点や過剰な返礼品
の問題等はあるが、ふるさと納税によって、各自治体の認知度が向上し、地元産品の販路が拡大し、地場産業の振
興につながるものと考える。



【以上】

返礼品の取扱いについては、4,000円相当の品としており、良識の範囲であると認識しているため、特筆する見直し
は行っていない。今後については、寄附の金額に応じた返礼品の設定の適否及び可否を検討していく予定であ
る。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

国において、企業版のふるさと納税が議論されているとのことだが、地方間の格差是正の一助になる可能性がある
ものと思われ期待するところではあるが、手続き等の簡素化を図り、効率的で効果的な運用となることを希望する。

本市においては、市外在住の方で１万円以上寄附された場合、感謝の気持ちとして、また、特色あるまちづくりの推
進、萩市のＰＲのために、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

返礼品については、①萩市の特産品として広く認められているもの、②萩市のＰＲにつながるもの、③4,000円相当
の品（消費税込み）※送料別を条件として、公募によって市内事業者を選定している。（Ｈ27.9.30時点で104品目）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 防府市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

61 1,290,000 56 1,238,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 579,000 25 549,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

103 2,191,000 89 2,035,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

65 7,270,000 61 7,230,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

38 1,364,000 37 1,359,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

39 1,746,000 37 1,691,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 1,610,000 31 1,610,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

45 2,510,800 44 2,505,800

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

78 1,864,000 69 1,679,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度については、２件で5,500千円の大型の寄附があったため。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

出身者の同窓会等にパンフレットを配布し、ふるさと寄附金をＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面以外での効果
※　お礼品を防府の地元産品とすることにより、知名度アップや観光ＰＲができること。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

なし

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ＨＰで受入額実績や活用状況の公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度を活用し、より一層、当市の知名度アップや観光ＰＲを行いたい。



【以上】

検討中

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

なし

当市の知名度アップや観光ＰＲを図るため、地元産品を返礼品として送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

地元産品セット（知名度アップや観光ＰＲを図るため）、天神鱧お食事券（当市を観光していただき、名物料理を食
べていただくことで、当市の魅力を知っていただくため。）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 下松市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 300,000 10 300,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 130,000 8 130,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 310,000 13 210,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 149,580 2 149,580

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 150,000 7 150,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 160,000 6 160,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 210,000 8 210,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 360,000 12 360,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 810,000 9 760,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税制度の積極的な活用を図っていないため、平成20年度以降大きな変化はない。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市の取組みに賛同し、貢献・応援したいという思いを実現するための制度であるため、寄附金の活用事業を選択で
きるようにしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金への積立 310 310 基金への積立

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
平成26年度及び平成27年度（予定）については、基金への積立が主であるため、現時点において具体的な経済効
果はない。

・経済面以外での効果
今後、寄附金の有効な活用策を検討するに当たり、住民や職員の意識の高まりが期待できる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例の適用条件該当の確認や申請時における郵送手続き等、寄附者の負担軽減に繋がったのか疑問
に思う部分もある。
市ホームページに制度概要を掲載するほか、寄附の申込みの際に、電話やチラシ等で案内し、周知に努めてい
る。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページにおいて、寄附実績及び使途について公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当市では、現在、ふるさと納税制度の積極的な取組みを行っていないが、今後は、地元産品のPR等といった観点
から、ふるさと納税制度の積極的な活用を検討していきたいと考えている。



【以上】

これまで返礼品の送付は行っていなかったが、地元産品のPR・販路拡大など、地域の活性化に期待ができる側面
を有していることから、制度の趣旨を踏まえた上で、返礼品の送付を今後検討していく予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

寄附本来の趣旨に鑑みると、返礼品を送付することについて疑問があったため、現在、返礼品は送付していない。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 岩国市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額 法人0

（件） （円） （件） （円） 0

427 15,480,000
427

（413）
15,480,000

（14,890,000）

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額 法人１

（件） （円） （件） （円） 10,000

116 1,949,000
116

（114）
1,949,000

（1,929,000）

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額 法人４

（件） （円） （件） （円） 150,000

466 6,517,000
464

（452）
6,387,000

（6,267,000）

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

43 1,337,000
43

（41）
1,337,000

（1,317,000）

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 807,000
7

（6）
772,000

（757,000）

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 727,000
8

（8）
725,000

（725,000）

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 767,000
8

（8）
767,000

（767,000）

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 10,350,000
7

（7）
10,350,000

（10,350,000）

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 340,000
5

（5）
320,000

（320,000）

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

増加理由として、お礼の品贈呈、電子申請、クレジットカード決済等

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

空港等での帰省各に対するPR活動。寄附へのお礼の品の充実

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
山村留学センター・
学校寄宿舎管理運営費 600 600

「田舎暮らしのみちしるべ」
ホームページ作成事業 1,836 1,836

２
いわくに市民活動支援
センター運営事業 131 131

さかうえ保育園
ユニットプール設置事業 1,296 1,296

３
図書館電算システム
機材購入費 1,216 1,216

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※・ふるさと納税リピーターの増加（山村留学センターOB、在校生家族から複数年の寄附増加）、

・経済面以外での効果
※ ・施設利用者の増加（市民活動支援センターへの備品導入により、利用者が年間約1,000人増加）
    ・ホームページ開設に伴い、空家情報登録制度における１０件／単年度の空き家成約を目指す。
　　・プール設置により、利用時間の増加（1クラス2時間半⇒10時間）
    ・情報弱者の救済、図書館利用者のニーズの実現

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者へのサービス向上により、寄附者数の増加に繋がっている。ワンストップ特例制度の希望者には、申請書に
住所等を印字した用紙を郵送して、申請者の手間を省く工夫をしている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

毎年、受入額実績や活用状況について、市HPや広報誌に公表

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

単に財源獲得の手段としてだけでなく、ふるさと納税を活用し「産業振興」、「観光促進」、「移住・定住」から
「シティプロモーション」まで多方面での効果を期待



【以上】

総務大臣通知等を踏まえ趣旨に反することのないよう気をつけ、寄附者のニーズを取り入れ充実させていく。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

地方活性化の観点から、国の継続的で積極的な支援（制度の充実や事務費の補助等）を要請する。

返礼品を送付している。寄附者へのお礼や、地域特産品のPR、ふるさと納税の利用促進等

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本市を懐かしんでもらえる商品やＰＲにつながる商品で、市内で栽培、製造、加工、販売、サービス等がなされてい
る商品

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 光市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,070,000 11 850,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 190,000 4 190,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 2,550,000 8 1,550,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 2,170,000 9 670,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 1,555,000 9 545,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,682,000 6 382,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 2,432,000 6 332,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,292,000 5 292,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 29,200,000 2 200,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

本市にゆかりがある方が多く集まる場でのPR（首都圏で開催される同郷会や、首都圏に設置された自治体PRコーナーでのチラシの設置や配布、呼びかけ）を
行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

20年度は高額寄附が行われたため、額も突出しているが、それ以外は概ね２00万円前後を推移している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
公立保育所施設耐震
化推進事業 55,254 1,000

公立保育所施設耐震化
推進事業 89,444 1,100

２
生きがいデイサービス
送迎車購入 3,000 500

ジャンボリー歓迎行事
実施事業 4,300 1,000

３ 松林保全対策事業 4,374 310
もの忘れ相談プログラム
の拡充 670 300

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限額の引上げは、ふるさと納税を促進させる効果がある一方、返礼品を含めた自治体間競争を助長しているように思う。ま
た、ワンストップ特例制度に関しては、寄附者の利便性向上という観点からは効果的な手法であるが、受ける自治体側への事
務手続き等の説明が十分でなく、現場は困惑している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

毎年度当初に、広報紙、市HPでの公開に加え、窓口にて寄附芳名帳の公開を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

返礼品の送付を通じた市のPRや、移住・交流人口の増加及び地元経済の活性化により地方創生につなげていきたいと考える
一方で、近年の全国的に過熱化する返礼品送付については懸念を感じている。

・経済面での効果
事業結果が、定住人口や交流人口の増加につながり、最終的に経済効果をもたらすことを期待している。

・経済面以外での効果
事業結果が市民サービスの向上につながることを期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

本市では、これまで返礼品の取扱いは行っていなかったが、今年度から実施することとしており、実施にあたって
は、総務大臣通知等を踏まえて、適切に対応することとしている。今後の返礼品の取扱いに関する新たな見直しに
ついては、未定である。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

今年度10月から実施する。特産品等のPRを行うことで、市の魅力発信、商品の販路拡大、新たな寄附者獲得等が
見込まれるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

経済効果の観点から、市内の業者が提供している商品を対象とし、かつ市の魅力を発信することができるものを返礼品として
用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 長門市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,180 25,531,000 ○ 1,180 25,531,000 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

558 6,247,700 ○ 556 6,187,700 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,575 51,731,800 ○ 4,570 51,641,800 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,561 16,521,686 ○ 1,558 16,468,990 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,289 13,708,455 ○ 1,288 13,608,455 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

968 1,144,600 ○ 967 10,446,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

749 9,304,001 ○ 749 9,304,001 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

449 5,074,510 ○ 447 5,072,010 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

332 4,106,100 ○ 331 4,105,100 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

少しずつだが、件数、金額とも増加している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

前年寄附いただいた方に、寄附の実績及び申込書を送付している。毎年寄附してもらうことを目的としている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
我がまちのスポーツ推
進事業 11,080 6,080

道路環境維持に関する
事業 25,851 15,227

２ 福祉バス運行事業 1,904 1,904
新リサイクル施設整備
事業 282,913 7,708

３ 河川整備事業 4,000 1,855 松くい虫防除事業 6,320 4,375

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

既存事業に充当しているため、事業実施の直接的な効果というものはないが、充当しているおかげで事業が存続
できている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　ワンストップ特例制度については、申し込み時点で申請希望の有無を確認しており要望する・記入なしの方につ
いては寄附受領証明書を送付する際に申請書を送付している

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のふるさと寄附サイト及び市報にて公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

寄附者が増えると特産品の発送件数が増える。地元での雇用の創出につながる。寄附者に長門市を知ってもらうこ
とにより、移住者も増えると人口も増えるというように繋げたい



【以上】

従前から寄付に対する返礼品のスタンスであり、高額商品は検討したことはない。今後も返礼品の種類の変更は半
旗を目途に行っていくが高額商品については検討しない方向

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度に係るシステム改修における財源措置の検討をお願いしたい

長門市の特産品を返礼品として送付している。特産品を味わってもらうことで、長門市を少しでも知ってもらいＰＲに
つなげたい

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

特産品となる海産物や農産物。長門市で生産もしくは加工されているもの

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 柳井市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 1,920,000 31 1,920,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 215,000 17 215,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

61 4,580,300 61 4,580,300

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 2,012,000 32 2,012,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,223,000 15 1,223,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 910,000 10 910,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 810,000 7 810,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 870,000 8 870,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 1,000,000 11 1,000,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

25年度以降寄附件数は増加している。25、26年度において寄附金額が増加したのは大口寄附があったためであ
る。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

柳井を代表する金魚ちょうちん祭りのフィ
ナーレを飾る花火大会の充実

柳井市を担う子ども達の育成に関する事業ひとづくりとコミュニティの活性化に関する事業

③②①

充当事業の明示、都市部での同窓会等でのチラシの配布、寄附手段の多様化（クレジットカード決済、コンビニ収
納等）

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 地域ブランド認証事業 678 658 地域ブランド認証事業 909 909

２ 人材育成支援事業 703 649 人材育成支援事業 796 610

３ 小学校図書購入事業 300 300
プラチナ卓球大会開催
事業 800 600

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

現在のところ寄付金額が少額であるため、新規に寄附金を活用した事業を実施しているものは少なく、既存事業の財源にしている状況である。
地域ブランド認証事業により、特産品の開発と販路拡大、市のＰＲにも結び付いている。人材育成支援事業は市民との協働のまちづくりに寄与している。プラチ
ナ卓球大会開催事業は新規にふるさと納税を活用して行うもので、他県からの参加者も多数見込まれ、市内宿泊施設等の利用に結びつくなど経済効果も期待
できる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税自体の推進には結び付くとは思われるが、積極的なＰＲ、工夫がない自治体の寄付金額の増加は見
込めないと思う。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ホームページにおいて実績額、充当事業等について公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度があっても何もＰＲしなければ多くの寄附金は集まらない。まずは、寄附金を集める取組を行うことが重要であ
り、市のＰＲ、寄附金を活用して取り組む事業の明確化、特産品の充実等も必要と思われる。



【以上】

これまでは、返礼割合の低い8種類程度の返礼品の中から寄附金額に関係なく選択する運用を行ってきたが、１０
月より寄附金額に応じて返礼品を選択できる運用に変更した。返礼品目も、返礼割合をおさえた形で４０種類程度
に増やした。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。ふるさとを思う気持ちのある人や、応援したいと思う人は返礼品に関係なく毎年寄附いただ
けるが少数である。より多くの寄附を得る方法のひとつとして、返礼品の送付は必要と思われる。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

柳井の特産品ＰＲの観点からも柳井地域ブランド認定品の中から、高額でないものを選定

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 美祢市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,983 37,039,500 - -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,354 29,715,000 - -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,377 87,677,000 - -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

739 8,647,000 - -

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

342 4,500,000 - -

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

243 3,265,000 - -

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

142 2,505,000 - -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

78 1,568,000 - -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

79 2,365,240 - -

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

市長におまかせする秋吉台など美しい自然を守る取組みひとづくりへの取り組み

③②①

申込の簡素化。HPの充実。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 充当なし 美祢さくら公園遊具設置 24,970,000

２ 道の駅活用促進事業 10,000,000

３
美祢ランタンナイトフェ
スティバル開催 5,500,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済的効果
　返礼品発送業者の売上増。

・経済的効果以外
　美祢市の名前を知っていただく。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

申込書や特例申請書に注意書きをし、制度の周知を行っている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市HPにて公開している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　ふるさと納税を通じ、美祢市を知っていただき、訪れていただく。



【以上】

通知に反する内容の返礼品を送付していないため、見直しを行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税関係の制度改正等については、ふるさと納税担当部署へ早めの情報提供をお願いいたします。

　返礼品を送付している。（美祢市の特産品のPR）

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

　農産物等の特産品（特産品のPR）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 周南市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

105 1,472,000 101 1,432,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 230,000 10 200,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

469 5,370,000 460 5,280,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 11,618,421 23 900,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 2,085,000 26 1,535,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,890,000 12 1,040,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 3,902,000 16 492,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

94 3,074,000 23 1,986,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 20,774,250 16 20,755,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

Ｈ26年度の市外からの寄附の増加要因…記念品の送付開始年度であること、ふるさとチョイスに記念品を掲載した
こと、ふるさと納税がメディアで取り上げられることが多くなったこと

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

特別天然記念物「ナベヅル」の保護に関する事業人間魚雷「回天」の歴史を伝承する事業徳山動物園の魅力アップに関する事業

③②①

寄附者の意向を尊重するため、指定できる事業を多く設け、寄附者が自由に選択できるようにしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 周南学び・交流プラザ整備事業 10,500 体育館施設整備事業 3,942

２ 動物園施設整備事業 20,000 櫛浜公民館整備事業 3,000

３ 熊毛図書館図書購入費 3,830 新南陽図書館図書購入費 1,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

平成26年度
・周南市の生涯学習の中核として整備した学び・交流プラザの備品整備に要する経費に活用し、利用者の施設使用時の利便性の向上につながった。
・動物園の事業費のコスト削減につながった。
・熊毛地区の図書館図書の充実が図られた。
平成27年度
・大規模なスポーツ大会の誘致に繋がった。
・櫛浜支所・櫛浜公民館改築に伴い、備品整備に要する経費に活用することで、施設利用者の増加と地域の生涯学習及びコミュニティの活動の活性化が期
待できる。
・新南陽地区の図書館図書の充実が期待できる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度については、自治体間の情報のやり取りについて不明確な点が多い。本市では主管課が税
部門ではないため、税部門との連携を円滑に図るためにも、統一的な対応についてもう少し詳細を示してもらいた
い。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ＨＰ及び広報紙によって各年度の実績額を公表している

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税は、ふるさとを応援してくださる方々の想いを実現する制度であることから、寄附者の意向に沿った形
で寄附を活用していく。



【以上】

本市の特産品のＰＲや経済効果を図るために現在は検証的に行っている。平成27年11月に向けて記念品の種類
を増やす予定。本来の制度主旨を逸脱せず、寄附者の想いを第一とし、過度な贈答品競争とならないよう、記念品
の額は一定とし、節度を守って行っていく。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本市の特産品のＰＲと地元経済への波及効果を期待しているため、検証的に記念品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本市の特産品をメインとし、特に農産物等については「周南ブランド」として市が認定したものを積極的に選定している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 山陽小野田市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,047,000 13 1,047,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 475,000 10 475,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

86 2,860,000 82 2,774,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

75 3,375,000 75 3,375,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

82 3,895,000 82 3,895,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

92 3,091,000 92 3,091,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

91 3,751,000 88 3,696,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

86 4,074,000 85 4,044,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

96 3,031,000 95 2,981,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市外在住の本市出身の方に効率的にPRできる機会として、毎年、本市の高校の同窓会に出向き、ふるさと納税のパンフレット
を配布する。また、県人会の総会等に職員が行く機会があれば、パンフレットを配布する。東京や大阪の県事務所やふるさと物
産館等にもパンフレットを配置している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

平成27年度税制改正により、ふるさと納税を促進するための環境が整えられ、これにより、ふるさと納税利用者がま
すます増加し、本市においても市民の方がふるさと納税をすることにより市税の減収が予想される。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページ上で受入額実績や活用状況について公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本市では、現在返礼品送付を実施していない。しかし、地方創生を進める上で、返礼品のアイディアによっては、市
の情報発信、地域振興ひいては地域社会の活性化につながると考えており、現在返礼品導入を検討中である。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本市では、返礼品を送付していない。ふるさと納税に対するお礼は、物ではなく感謝の気持ちを伝えるという考えに
基づき、毎月市の近況を綴った「ふるさとだより」や広報紙等を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 周防大島町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

142 2,290,000 141 2,280,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

191 2,830,000 191 2,830,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

386 7,515,000 386 7,515,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

170 3,975,000 169 3,945,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 2,680,000 24 1,680,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

28 2,240,000 28 2,240,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 1,790,000 25 1,790,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 1,704,000 27 1,704,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 2,195,000 30 2,195,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

お礼の品が豊富になったため。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

周防大島町出身者等で構成されている町人会でPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ アイパッド購入 1,388 1,388 防災カメラ設置負担金 5,004 5,004

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
アイパッドを町内業者で購入することにより、業者の収益が上がり税収の増加も期待できる。
・経済面以外での効果
防災カメラを設置することにより、町民が安心して暮らすことができ、防災・安全対策の推進を図る。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度について、寄附希望者への説明がむずかしい。
本町で作成したチラシに掲載する等している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

HPに掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと寄附金をしていただいたことで本町に関心をもってもらい、色々な事業を行っていきたい。
これに伴い定住の促進を図りたい。



【以上】

本町の返礼割合等返礼品の取扱いについては妥当であると考えているため見直しを行う予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送ることで、特産品のPRができ、町内業者の収益に繋がるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町内業者に募集をかけた。　海産物やお菓子などを用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 和木町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,518 15,294,000 1,518 15,294,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 320,000 18 320,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,180 12,125,000 1,180 12,125,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 300,000 ○ 1 300,000 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 40,000 ○ 1 40,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２６年９月からお礼品制度を導入したこと及びふるさと納税のまとめサイトに掲載したこと。
以上のことから増加したと考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさと納税を財源として実施する事業を明示した。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
幼稚園・小学校・中学
校の給食費無料化 41,792 8,925

幼稚園・小学校・中学
校の給食費無料化 40,502 17,000

２
オーストラリアでのホー
ムステイ 4,838 1,500

オーストラリア及びセブ
島ホームステイ 5,732 3,000

３
幼小中を通じた英語
学習の充実 4,042 1,500

幼小中を通じた英語学
習の充実 4,654 3,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※お礼品を取り扱う事業者への効果があった約６００万円
※ふるさと納税のお礼品送付に係る事務による臨時雇用（１名）　約２０万円

・経済面以外での効果
※本町の特産品等を送付することによる知名度アップを期待する。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限額の引上げ及びワンストップ特例制度が開始された年であるので、今後の事務量がつかめず不安である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

今後、公表することを検討している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当該制度に合せた各種施策に取り組む。



【以上】

当該通知の内容も含め、随時見直しを行うこととしている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

本町のゆかりのある方に懐かしさを感じていただきたい。また、広く本町を紹介したいことからお礼品を送付してい
る。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

特産品詰め合わせ、焼き物、海苔、肉など。町商工会や地元業者と協議を行い選定した。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 上関町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

89 1,792,000 89 1,792,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

77 790,000 77 790,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

113 1,465,000 113 1,465,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 250,000 1 250,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 350,000 3 350,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 270,000 2 270,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 340,000 4 340,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 520,000 5 520,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 390,000 5 390,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度よりお礼の品の返礼を開始したことにより、寄附件数・額が増となっている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

周知・認知による効果を見込み、HPおよび交流・移住フェア等でのPR。情報誌等への掲載。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

納入者の手間が省けることはいいが、実質、自治体担当の業務が増え、結果、その業務を委託となると出費となってしまう。また、租税控除をう
けることができるのだから、確定申告等あまりに個人がやるべきことをなくすと、責任能力の低下を促すことになり、行政依存が加速する恐れが
ある。今後更にこの傾向が強くなるかもしれないので自主的に個人責任を果たせるように取り組むことも必要かと思う。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

HPや町広報等での公表

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

まちの特産品PRや財源確保には大きな効果を得ているが、財源だけでなく移住や定住促進に繋げていきたい。



【以上】

見直しは行い、適正であると思う。過度な返礼品等で議論となっているので、抑制するなら全国一律で返礼品の額
を設定する等対策が必要となる。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

町の特産品がPRでき、また、なにが人気なのか良く分かる。特産品開発へ繋がる。しかし、実際は、物品による納税
者を増やすための策である。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

特産品詰め合わせ、温泉優待券、活き車えび、天然とらふくセットを用意。実際、生産・数量等確保できるもので検
討し、正直、納税者が興味を持つものを選択。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 田布施町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 136,000 2 40,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 3,640,000 ○ 11 3,640,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 3,905,000 ○ 20 3,880,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 4,085,000 ○ 18 4,015,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 3,200,000 ○ 6 3,160,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 350,940 ○ 4 230,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 570,000 3 210,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 264,000 2 110,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 519,530 ○ 8 290,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

特になし

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

H24～H26の間は大口の寄附者がいたため、一時的に金額が増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ スクールバス購入事業等 5,853 3,790

２ 花の育苗事業 627 50

３ スポーツ推進事業 600 10

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税の現場との連携が必要不可欠であり、現在協議段階。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報により公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

各自治体における特産品合戦はいずれ終息し、ブランド力の強い特産品のみが生き残る。今後は観光資源の提供
や生活の優遇策等、地方創生の観点に近い付加価値をより強く推し進めていくことが求められると考える。

地域住民による、まちを良くする意識強化及びそれに伴う地域間連携の強化

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

予定していない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

金額によって異なる。1万円以上…町史、いちじくワイン（特産加工品）等　３万円以上…牡蠣（冬季限定）等

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 平生町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 555,000 23 550,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 400,000 5 395,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,097,000 19 1,022,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,563,000 11 1,555,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,525,000 9 1,517,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 603,000 8 590,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 38,000 1 30,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 235,000 4 215,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,170,000 13 1,165,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町外在住者で広報誌の送付を希望する者に対し、ふるさと納税のチラシも添付して送付している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ なし

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限額が引き上がることで、今後ますますふるさと納税をする者が増えていくものと思われ、また自主財源の確保の
可能性が広がるので、今後ふるさと納税の地域間競争は過熱していくものと思われ、本町としても自主財源の確保
や地場産業の活性化を図っていきたい。広報については、フェイスブックといった拡散性のある情報発信媒体を利
用するなど、効果的に広報していきたいと考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公表を行っていない。特に理由なし。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

自主財源の確保だけでなく、返礼品（特産品）のＰＲなどを通じて、地場産業の活性化を図ることで「地方創生」に繋
げていく。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

特に見直しを行っていないが、今後も返礼品が「過度のお土産合戦」の様相を呈しないよう、謹んで対応していきたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし。

・返礼品を送付している。
　　寄附者への感謝の気持ちと本町の魅力の詰まった返礼品を揃えることで、交流人口の拡大を図るため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

・農産加工品、海産加工品
　　本町で製造され、本町の魅力が詰まったたものを基準に返礼品を揃えている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山口県 市区町村名 阿武町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

322 3,930,000 322 3,930,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 30,000 2 30,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,220,000 12 1,220,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 190,000 7 190,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 115,000 5 115,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 450,000 7 450,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 350,000 10 350,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 731,000 27 731,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 1,060,000 23 1,060,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

返礼品の送付。理由は他自治体も実施しているため。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

27年度は返礼品の送付を始めたため、寄付金額増加。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 阿武町昔話改訂事業 4,748,000 2,800,000

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

工夫する前に、ワンストップなど制度がよく分からないところがあるので、研修など設けて欲しい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報・町HPで公表。各年度の事業内容については公表していない。特段理由はない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

返礼品を町の特産品とすることで町の経済活性化に資すると考えている。

経済効果以外　阿武町昔話の改訂版を製作・配布することで、町民、町出身者に郷土に対する愛着などをはぐくむ効果があると考えている

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直していない。今後の見直しの予定もない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

納税制度など研修の場を設けて欲しい

返礼品を設けている。理由は他の自治体もやっているから。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の特産品。返礼品としてふさわしいと思われるもの。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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